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おさらい（ラストワンマイル・モビリティに係る制度・運用の改善策）



おさらい（ラストワンマイル～運用改善策（自家用有償旅客運送部分抜粋））

事業者協力型自家用有償旅客運送について、現在は「運行管理」に加え
て「車両整備管理」に交通事業者が協力する場合のみ認めているが、それだ
けでなく、「運行管理」に加えて配車サービスの提供等の「ノウハウ面の提供」
等に交通事業者が協力する場合も認めること（交通事業者による協力類型
の多様化）等を通じて、より一層の活用促進を図る。

「半径1km以内にバス停・駅がない地域であって、タクシーが恒常的に30分
以内に配車されない地域」は少なくとも交通空白地に該当する、という参考とな
る目安を示す。
上記目安に該当しない地域でも、地域公共交通会議等における協議が調え
ば、交通空白地として自家用有償旅客運送を導入することは可能。
あわせて、既存の自家用有償旅客運送の導入地域の状況（病院・商店の立地
数、タクシー営業所数等）を示した「地域交通の把握に関するマニュアル」（令
和2年12月公表）について、改めて自治体等に周知を図り、活用を促す。

【⑨自家用有償旅客運送に係る交通空白地の目安の提示】【⑧事業者協力型自家用有償旅客運送の活用促進】

【➉「地域交通の検討プロセスガイドライン」
の活用促進】

【⑪自家用有償旅客運送に係る
「運送の対価」の目安の適正化】

【⑫自家用有償旅客運送に係る
更新登録手続の簡素化】

「地域交通の検討プロセスに関するガイドラ
イン」について、改めて自治体等に周知を図り、
活用を促す（地域公共交通会議等での周
知・説明、自治体職員に対する講習等）。

地域公共交通会議等での周知・説明
自治体職員に対する講習

従来の「当該地域におけるタクシーの上限運賃（ハイ
ヤー運賃を除く。）の概ね１／２の範囲内であること」
という目安を廃止し、上記のような必要費用も勘案して
実費を適切に収受できるように目安を新たに設定する。

タクシー固有の費用
（営業所、車庫等に係る償却費

等）

適正利潤

タクシーの総括原価（例）
「タクシーの総括原価から
適正利潤とタクシー固有
の費用を控除した金額の
範囲内であること」を目安
として設定

一定の安全性が担保されている自家用有
償旅客運送者については、協議手続の簡素
化や申請書類の簡素化を通じて更新登録手
続を簡素化する。

異議
なし

＜協議手続を簡素化＞

＜申請書類を簡素化＞

令和5年11月2日
省令改正

（国土交通省令第８７号）

令和5年12月28日
通達発出

（国自旅第２６５号）

令和5年12月28日
通達発出

（国自旅第２６３号）

令和5年11月2日
省令改正

（国土交通省令第８７号）



R6.4.26自家用有償旅客運送制度（道路運送法78条２号）の運用改善

令和6年4月26日（国自旅第71号）地域公共交通会議に関する国土交通省としての考え方について

令和6年4月26日（国自旅第73号）
「一般乗用旅客自動車運送事業者及び自家用有償旅客運送者による共
同輸送サービスの提供について」の制定について

令和6年4月26日（国自旅第72号）
自家用有償旅客運送者が利用者から収受する対価の取扱いについて



自家用車活用事業（道路運送法78条３号）の創設

「自家用車活用事業（いわゆる「日本型ライドシェア・日本版ライドシェア」）」は、タク
シーが不足する地域、時期、時間帯において、その不足分を補うため、タクシー事業
者の管理の下で、地域の自家用車・一般ドライバーを活用して有償で運送サービスを
提供するものであり、道路運送法第７８条第３号の「公共の福祉のためやむを得ない
場合」とする取扱いで本年４月１日より実施。

【概 要】

令和5年12月20日デジタル行財政改革会議資料

【制度創設の経緯】

地域交通の「担い手」や「移動の足不足」
といった深刻な社会問題に対応するため、
「デジタル行財政改革中間とりまとめ」
（令和5年12月20日デジタル行財政改革
会議決定）において、タクシー事業者の
管理の下で、地域の自家用車や一般ドラ
イバーを活用し、タクシーが不足する分
の運送サービスを供給すること（道路運
送法第７８条第３号に基づく制度の創設）
が決定。



自家用車活用事業の運行形態について

① 利用者と事業者の間で運送契約が締結され、事業者が運送責任を負うもので
あること。

② 運送の引受け時に発着地が確定している運送であること。
③ 運送の引受けに当たって、自家用車活用事業による運送サービスが提供され
ることについて、利用者の事前の承諾を得ていること。

④ 運賃及び料金は、事業者の事前確定運賃制度に準ずること。
⑤ 運賃及び料金の支払い方法は、原則キャッシュレスによる方法であること。

⑥ 運送サービスの発地又は着地のいずれかが、事業者が許可を受けている営
業区域内に存するものであること。

自家用車活用事業



【事務連絡】自家用車活用事業の実施に向けた不足車両数の算出方法
と意向調査の実施について

１ 大都市部のタクシー不足車両数について
札幌交通圏、仙台市、県南中央交通圏、千葉交通圏、大阪市域交通圏、神戸市域交通圏、広
島交通圏、福岡交通圏については、既に公表した４地域同様、タクシー配車アプリのデータ等
に基づき不足車両数の算出を行い、４月中に公表する。その後、意向調査を実施のうえ使用車
両数を決定し、順次実施することとする。

２．上記以外の地域
タクシーが不足する曜日及び時間帯と不足車両数を別紙のとおりとし、自家用車活用事業の
取組を進める中でデータを収集し、より精緻な不足車両数を検証することとする。なお、地域
の実情に鑑み、道路運送法第７８条第２号に基づく自家用有償旅客運送の実施を妨げるもので
はない。

各地方運輸局（沖縄総合事務局を含む）は、各タクシー事業者に対し、別紙の内容について
通知するとともに、自家用車活用事業の実施の意向がある場合は申出書（別添１）を管轄の運
輸支局へ提出するよう周知することとする。なお、申出書の提出は随時受け付けることとする。

タクシー事業者より申出書の提出があった場合は、当該営業区域に営業所を有する全てのタ
クシー事業者を対象に、７日間程度の期間を定め、自家用車活用事業の実施意向について調査
することとする。調査にあたっては意向調査票（別添２）を活用されたい。

また、営業区域内の自治体が、特定の曜日及び時間帯にタクシー車両数が不足しているとし
て運輸支局へ申し出た場合は、申し出のあった曜日、時間帯及び不足車両数で自家用車活用事
業の実施意向について調査することとする。



仙台市以外における自家用車活用事業の実施について



自家用車活用事業の実施までのフロー （例）

意向調査 発出（運輸支局→営業区域内のタクシー事業者）

意向調査票の提出（タクシー事業者→運輸支局）

使用車両枠配分通知（運輸局→タクシー事業者）

有償運送許可申請（タクシー事業者→運輸支局）

有償運送許可処分（運輸支局）

自家用活用事業の実施（タクシー事業者）

申出書の提出（タクシー事業者or自治体→運輸支局）

6月上旬に申出があった場合の最短を想定

申出があり次第
速やかに実施

令和６年6月中旬
（17時締切）

令和６年6月下旬

令和６年6上旬

申請準備が
整い次第

※基本的には申出書受理
日の翌日に実施。

※調査期間は「7日間程度」
となります。

※調査終了から「10日後」を
目処としています。


